
Ⅴ　健やかな「都」をつくる
～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含む、

誰もが健やかに暮らせる地域をつくる～　　 　
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元年度については 6月補正後予算

15　健康寿命日本一を目指した健康づくり

　 1 　健康的な生活習慣の普及

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

なら健康長寿基本計

画推進事業

 県実施

なら健康長寿基本計画（㉕～④）の取組を推進

　なら健康長寿基本計画推進戦略会議の開催等

健康づくりの取組状況や医療・介護の利用状況等の各種健康指標

を把握するため、調査・分析を実施

負担区分　県／10
10

10，709

（12，180）

医療政策局

健康推進課

○新 市町村健康課題明

確化・取組支援強化

事業

 県・市町村実施

健康寿命日本一の達成を目指して、市町村とともに健康づくりの

取組を推進

　地域ごとの医療・健診等基礎データの作成

　県保健所と市町村による健康課題の明確化と取組の推進

　保健師等を対象とした研修会の開催

負担区分　県／10
10

1，300

（ － ）

医療政策局

健康推進課

健康ステーション設

置促進事業

 県・市町村実施

誰でも気軽に、健康づくりを開始し、実践できる拠点「奈良県健

康ステーション」を運営

　近鉄百貨店橿原店、リーベル王寺東館

負担区分　県／10
10

市町村営の健康ステーションの設置に要する経費に対し補助

　実施主体　桜井市、○新 山添村

　対象経費　健康サポーターの配置経費、活動量計の購入経費

　補助上限　3，000千円／市町村

　補助期間　開設年度から 3 年間

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

22，351

（24，003）

医療政策局

健康推進課

医農連携の健康づく

り推進事業

 県実施

農作業による健康効果の検証結果を市町村等に提供し、県内にお

ける取組を拡大

負担区分　県／10
10

　150

（1，400）

医療政策局

健康推進課

食育推進事業

 県実施

第 3 期奈良県食育推進計画（㉚～④）の取組を推進

　奈良県食育推進会議の開催

市町村の食育推進計画策定に対する支援

食育作文コンテストの実施

親子食育講座の開催

健康的な食を提供するまほろば元気100菜プロジェクト推進店の

普及拡大

食育推進リーダー及び食育ボランティアのスキルアップ研修会

やさしおベジ増しプロジェクト

　 スーパーマーケット等の中食や事業所食堂・学生食堂における

食事について、減塩や野菜増量による食環境の整備を推進

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

3，054

（3，200）

医療政策局

健康推進課

総合型地域スポーツ

クラブ育成・充実事

業

 県実施

総合型地域スポーツクラブの充実・発展に向けた活動支援

　クラブアドバイザーによるクラブへの巡回指導

　負担区分　県／10
1 ・スポーツ振興くじ／10

9

　クラブ間で情報交換や交流大会を実施

　負担区分　民間負担分を除き県／10
10

　クラブマネジメント講習会の開催等

　負担区分　県／10
10

3，971

（4，162）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

千円
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　 2 　生活習慣病予防や介護予防の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

生活習慣病重症化予

防対策事業

 県実施

地域保健と職域保健の連携により、効果的な健康づくり施策を検

討・実施

　地域職域連携推進協議会の開催等

慢性腎臓病（ＣＫＤ）等の早期治療・重症化予防のための取組を

実施

　慢性腎臓病予防対策連絡会議、重症化予防学習会の開催等

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

1，733

（1，988）

医療政策局

健康推進課

歯科口腔保健推進事

業

［一部地域医療介護］

 県実施

学校歯科保健担当者を対象に歯科口腔保健に関する研修会を開催

負担区分　国／10
10

歯科医師を対象に糖尿病に関する研修会を開催

負担区分　県（基金）／10
10

障害児歯科治療実態調査の実施

歯科衛生士を対象に訪問歯科指導に関する研修会を開催

歯科口腔保健支援センターにおいて、市町村等の歯科口腔保健の

取組を推進

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

6，431

（4，073）

医療政策局

健康推進課

地域ケア会議充実支

援事業

 ［一部地域医療介護］

 ［一部地域包括ケア］

 県実施

地域ケア会議の機能充実に向けた取組を支援

　地域ケア会議にリハビリ等の専門職をアドバイザーとして派遣

　地域包括支援センター新任職員研修等の実施

負担区分　国／10
10 、県（基金）／10

10

1，856

（4，248）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

介護予防・日常生活

支援総合事業充実事

業

［一部地域包括ケア］

 県実施

市町村の地域マネジメント力向上を支援するための研修会を開催

住民運営の通いの場の充実に向けた、研修会・意見交換会等を開

催し、住民主体の介護予防を推進

負担区分　国／10
10 、県（基金）／10

10

2，328

（3，017）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

生活支援コーディネ

ーター活動充実事業

［一部地域包括ケア］

 県実施

生活支援・介護予防の体制整備を推進

　生活支援コーディネーターの活動充実に向けた研修会等を開催

負担区分　国／10
10 、県（基金）／10

10

1，858

（1，839）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

　 3 　がん対策、自殺予防対策の推進による早世の減少

　　⑴　がん対策の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

がん検診推進事業

 県実施

奈良県がん予防対策推進委員会の開催

がん検診精度向上のための従事者研修会の実施

「がん検診を受けよう！」奈良県民会議の開催

がん予防に関する普及啓発

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

4，996

（4，659）

医療政策局

疾病対策課

たばこ対策推進事業

 県実施

奈良県たばこ対策推進委員会の開催

禁煙支援協力薬局の普及

市町村と連携し、禁煙希望の女性を対象とした禁煙スタートアッ

プ講習会を開催

未成年者喫煙防止対策

　未成年者に対する禁煙相談窓口の運営

　教職員に対する喫煙防止対策研修会を開催

受動喫煙防止対策

　健康増進法の一部改正にかかる特定施設における受動喫煙防止

　について周知・啓発を実施

　県保健所による県民・事業所等に対する相談窓口の運営

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

14，472

（12，106）

医療政策局

疾病対策課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

がん診療連携推進事

業

 県・市町村・

一部事務組合・公立

大学法人・地方独立

行政法人・民間実施

がん患者や家族等への相談支援、医療従事者に対する研修等を実

施するがん診療連携拠点病院等に対し補助

　実施主体　県立医科大学附属病院外 5 病院

医療従事者に対する緩和ケア研修を実施

　委託先　奈良県地域がん診療連携支援病院　 2 病院

診療所の医師に対する在宅緩和ケア研修会を実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

69，315

（68，964）

医療政策局

疾病対策課

○新 がん医療機能分化

推進事業

 ［地域医療介護］

 公立大学法人実施

県内のがん治療水準の向上のため、県立医科大学附属病院が行う

がんゲノム医療の提供に向けた取組に対し補助

　腫瘍内科学講座を設置し、がん薬物療法専門医を育成・配置

　医療施設間のネットワーク化にかかる調査・研究の実施

　がん相談員等に対する研修会の開催

負担区分　県（基金）／10
10

23，083

（　－　）

医療政策局

疾病対策課

ならのがん対策推進

事業

 県実施

○新 第 3 期奈良県がん対策推進計画中間評価事業

　 第 3 期奈良県がん対策推進計画に掲げる取組について中間評価

を行い、取組内容や指標の見直しを実施

がん患者への支援推進事業

　がん患者サロンの実施及び運営者会議の開催

　がんの相談窓口等の情報提供

　　がん患者への就労相談支援窓口の周知

奈良県がん対策推進協議会運営事業

ライフステージ等に応じた相談体制整備事業

　各世代の多様化する悩みに応じた相談体制の充実

がんピアサポーターフォローアップ研修会の実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

4，243

（2，451）

医療政策局

疾病対策課

がん患者に対する口

腔ケア対策支援事業

 ［地域医療介護］

 県実施

医科歯科連携によるがん患者の口腔ケア対策を推進

　歯科医師へのがん患者の口腔機能管理等に関する研修会の開催

　がん診療連携拠点病院等と地域の歯科医師との医科歯科連携に

　かかる連絡会の開催

　がん患者の口腔ケアに関する県民向け講演会の開催

負担区分　県（基金）／10
10

1，600

（1，600）

医療政策局

疾病対策課

ならのがん医療見え

る化推進事業

 県実施

がん診療情報見える化推進事業

　患者に応じた病院や治療方法を選択できるよう、県内のがん診

　療情報の見える化を推進

　　「がんネットなら」のがん診療情報の更新及び公表

　　「がん患者さんのための療養ガイド」の改定

地域別がん対策見える化推進事業

　 がんの死亡率・罹患率等について分析を実施し、分析結果に基

づいた地域における効果的ながん対策の取組を提案

　　対象　奈良医療圏、西和医療圏

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

5，327

（9，235）

医療政策局

疾病対策課

ならのがん登録推進

事業

［一部地域医療介護］

 県実施

全国がん登録及び地域がん登録データベースシステムによる登録

の実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県（基金）／10
10 、県／10

10

9，073

（7，814）

医療政策局

疾病対策課

がん教育総合支援事

業

 県実施

がんの予防及び早期発見の重要性について理解を深めるため、が

んに関する学習活動を推進

　小・中・高校生への啓発活動の展開

　教職員向け研修会の開催

負担区分　国／10
10

1，190

（1，181）

教育委員会

保健体育課

千円
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　　⑵　自殺予防対策の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

自殺対策強化事業

 県・市町村・民間実施

自殺未遂者支援のための医療機関等との連携体制の構築

自殺対策に自主的に取り組む市町村等の活動に対し補助

児童生徒がＳＯＳを出しやすい学校環境づくりの推進

負担区分　国／10
10

自殺予防のための相談窓口の設置

自殺予防に向けた市町村職員への相談対応研修やゲートキーパー

養成指導者の育成等の実施

奈良県自殺対策支援センターの運営

中・高校生を対象としたメール相談窓口の運営

教職員を対象に自殺予防に特化した研修の実施

負担区分　国／3
2 ・県／3

1 、国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

51，432

（65，437）

医療政策局

疾病対策課

・

教育委員会

教育研究所

　 4 　高齢者の安全安心なくらしの充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

ならシニア元気フェ

スタ開催事業

 ［長寿社会］

 県・民間実施

高齢者のスポーツ活動等の「励み」や「発表の場」となる高齢者

スポーツ文化交流大会を開催

　時期　令和 2 年 5 月上旬

　場所　橿原公苑　ほか

負担区分　県（基金）／10
10

6，620

（6，620）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

長寿社会推進事業

 ［一部長寿社会］

 民間実施

高齢者の生きがいと健康づくりの推進のため、（福）奈良県社会

福祉協議会が実施する事業に対し補助

　情報誌等による活動事例や地域情報の提供

　高齢者美術展の開催

　全国健康福祉祭派遣

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10

22，403

（22，456）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

市町村老人クラブ活

動支援事業

 民間実施

市町村老人クラブ連合会が実施する健康づくり、介護予防及び見

守り活動など地域支え合いのための取組等に対し補助

負担区分　国／3
1 ・県／3

1 ・市町村／3
1

26，451

（27，829）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

県老人クラブ連合会

活動推進事業

 民間実施

県老人クラブ連合会が実施する老人クラブ活動活性化のための事

業に対し補助

　健康づくりニューリーダー養成事業

　ねたきりゼロ運動普及事業

　「高齢者の体力測定」普及・啓発事業

　老人クラブ指導者研修事業

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

5，073

（5，073）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

高齢者権利擁護推進

事業

 県実施

高齢者の権利擁護を推進するため、成年後見制度の利用を促進す

る取組を実施

　コーディネーターによる相談窓口の設置

　複数市町村による権利擁護センターの広域整備支援等

高齢者への虐待防止を図るため、市町村及び介護施設の職員に対

する研修会の実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

3，981

（4，535）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

・

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

高齢者の移動にかか

る安全の確保

 （再掲）

 県実施

高齢者安全対策のための交通安全施設等を整備

負担区分　県／10
10 23，464

（29，521）
警 察 本 部

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

安全・安心まちづく

り推進事業 （再掲）

 県・市町村・民間実施

自主防犯・防災リーダー研修の実施

安全・安心まちづくりアドバイザーの派遣及び研修会の実施

住民参加型の自主防災訓練の支援

奈良県交通安全母の会連合会が行う啓発事業等に対し補助

交通安全・防犯活動に取り組むサポート事業所の登録の推進

○新 自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例に基づく、普及

啓発や交通安全教育の実施

○新 第11次奈良県交通安全計画（③～⑦）の策定

負担区分　県／10
10

防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支援する市町村

に対し補助

　補助上限　100千円／地区

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

7，518

（21，432）

知 事 公 室

安全・安心

まちづくり

推 進 課

公共交通基本計画推

進事業 （再掲）

 県実施

移動ニーズに対応した交通サービスの実現に向け、「奈良県公共

交通基本計画」に基づく取組を推進

　 奈良県地域交通改善協議会における公共交通の再編に向けた協

議やＰＤＣＡサイクルの継続的実施等

　○新 ＭａａＳ等の新たな交通サービスの調査・検討

○新 「奈良県公共交通基本計画」及び「奈良県地域公共交通網形成

計画」の改定

負担区分　県／10
10

33，600

（11，400）

県土マネジ

メ ン ト 部

リニア推進

・地域交通

対　策　課

介護分野への多様な

人材参入促進支援事

業 （再掲）

［一部地域医療介護］

 県・民間実施

意欲のある中高年齢者の介護施設への就労を促進するため、入門

的研修や介護施設へのマッチングを実施

負担区分　県（基金）／10
10

外国人介護人材の参入促進及び定着を図るため、資格取得や生活

支援を実施する法人を支援

　 経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人介護福祉士候補者を受

け入れる施設が実施する学習支援等にかかる経費に対し補助

　 ○新 外国人介護人材を受け入れる施設が行う学習及び生活支援に

かかる経費に対し補助

　 介護福祉士養成施設に入学する外国人留学生に修学資金を貸し

付ける県内介護施設に対し貸付け

負担区分　国／10
10 、県（基金）／3

1 ・実施主体／3
2

49，532

（32，380）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

千円



事 業 名 及 び そ の 内 容

―　　―90

16　地域医療の総合マネジメント・地域包括ケアの充実

　 1 　医師・看護師の確保

　　⑴　医師の確保

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

医師確保推進事業

 ［地域医療介護］

 県実施

ドクターバンク運営事業

　 奈良県での就労を希望する医師のための相談窓口を設置し、県

内の医療機関に紹介・あっせん

地域医療マインド普及事業

　 医学生・研修医に対し、県の医療や臨床研修病院・専門研修施

設に関する情報を提供

負担区分　県（基金）／10
10

若手医師県内就職推進事業

　奈良臨床研修協議会の運営

　臨床研修病院合同説明会を開催

負担区分　県（基金）／2
1 ・実施主体／2

1

5，004

（4，726）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

医師配置システムの

運営

 ［地域医療介護］

 県・公立大学法人実施

県費奨学生配置センター事業

　 医師確保修学資金の貸与を受けた医師に対する継続的なキャリ

ア形成支援と公立・公的医療機関等への適切な配置を実施

地域医療学講座運営費補助金

　県立医科大学における地域医療学講座の運営に対し補助

　　地域医療を担う医師のキャリアパスの構築や支援策の研究等

負担区分　県（基金）／10
10

31，883

（31，109）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

医師確保修学資金貸

付金

 ［一部地域医療介護］

 県実施

緊急医師確保修学資金貸付金

　対象　 県立医科大学及び近畿大学の緊急医師確保特別入学試験

合格者

　貸与予定者　82人（うち新規15人）

医師確保修学資金貸付金（継続貸与分のみ）

　対象　 小児科・産婦人科・麻酔科・救急科・総合診療科・救命

救急センター及び総合内科分野・児童精神分野・消化器

外科分野・小児外科分野やへき地での勤務を希望する県

内外の医学生

　貸与予定者　 6 人

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10

223，738

（245，338）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

地域包括ケアシステ

ム等を支える医師確

保事業

 ［地域医療介護］

 県実施

総合診療専門医養成支援事業

　県内研修医等へのプロモーションの実施

　専攻医に対する合同研修会の開催

負担区分　県（基金）／10
10

1，262

（1，070）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

○新 認定制度を活用し

た医師少数区域等に

おける勤務の推進事

業

 県実施

医師少数区域等で勤務する医師の質の向上等を支援

　補助対象　 医師少数区域等で必要な医療等を学ぶための研修受

講費及び医学用図書購入費等

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

672

（ － ）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

医療従事者の働き方

改革推進事業

 ［地域医療介護］

 県実施

○新 医療従事者の働き方実態調査事業

　 医療機関別・診療科別に、医師の労働実態や勤務環境改善にか

かる取組状況を把握するため、県独自に実態調査を実施

医療勤務環境改善支援センター事業

　 医療勤務環境改善支援センターを運営し、医療機関における勤

務環境改善にかかる取組を支援

　　医業経営アドバイザーの配置

　　医療勤務環境改善研修会の開催

　　医療勤務環境改善支援センター運営協議会の開催

負担区分　県（基金）／10
10

4，130

（2，480）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

千円
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　　⑵　看護師の確保

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

看護師等修学資金貸

付金

 県実施

対象　看護師等養成所等に修学する者で、県内就業希望者

貸付予定者　118人（うち新規42人）

貸付金額（民間立）

　看護師等　月額36，000円

　准看護師　月額21，000円

負担区分　県／10
10

50，307

（48，197）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

看護師等養成所運営

費補助

 ［地域医療介護］

 民間実施

看護師等養成所の運営費に対し補助

　看 護 師 養 成 所　 6 カ所（定員720人）

　准看護師養成所　 1 カ所（定員 80人）

負担区分　県（基金）／10
10

　101，031

　（ 95，552）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

ナースセンター機能

強化事業

 ［地域医療介護］

 県実施

ナースセンターの運営体制を強化し、看護職員の就業を支援

　看護師等免許保持者の届出制度の運営

　県内各地域（ハローワーク、女性センター等）での巡回相談

　ハローワークと連携した就職支援

　医療機関等との連携

　セカンドキャリア支援研修の実施

　看護職員の就業・定着及び復職を支援する相談員の配置

負担区分　県（基金）／10
10

8，195

（8，355）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

看護職員資質向上推

進事業

 ［地域医療介護］

県・市町村・民間実施

看護職員の資質向上のための研修を実施

　実習指導者講習会、看護教員継続研修

負担区分　県（基金）／10
10

在宅医療関連分野の認定看護師教育課程等や県立医科大学が実施

する特定行為研修の受講を支援する病院等に対し補助

負担区分　県（基金）／10
10 、県（基金）／2

1 ・実施主体／2
1

9，631

（9，062）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

新人看護職員卒後研

修事業

 ［地域医療介護］

県・市町村・民間実施

新人看護職員を対象とした卒後臨床研修を実施するほか、円滑な

研修実施体制の確保のため、教育責任者等を対象とした研修を実

施

　集合研修、教育責任者・教育担当者研修、実地指導者研修

負担区分　県（基金）／10
10

新人看護職員のＯＪＴ研修を実施する病院等に対し補助

負担区分　県（基金）／2
1 ・実施主体／2

1

12，788

（18，202）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

○新 看護職員確保対策

会議運営事業

 ［地域医療介護］

 県実施

将来にわたる安定した質の高い看護の提供に向けた看護職員確保

策等を検討するため、関係機関による会議を開催

負担区分　県（基金）／10
10

937

（ － ）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

病院内保育所運営費

補助

［一部地域医療介護］

 市町村・民間実施

院内保育施設の運営費に対し補助

　実施主体　26カ所

負担区分　民間施設　県（基金）／3
2 ・実施主体／3

1

　　　　　公的・公立施設　県／3
1 ・実施主体／3

2

97，590

（102，207）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

訪問看護推進事業

 ［地域医療介護］

 県・民間実施

訪問看護を担う人材の確保・定着・育成を推進

　訪問看護師養成講習会の開催

　○新 精神科訪問看護研修会の開催

　訪問看護推進協議会の開催

訪問看護のサービス提供体制を強化する取組を支援

　看護学生に対するインターンシップ

　訪問看護ステーションに勤務経験のない看護師に対する、プリ

　セプター（指導看護師）による現場指導

　施設管理者や職員を対象とした研修会

　多職種連携会議等

負担区分　県（基金）／10
10

　19，600

（18，066）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

千円
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　 2 　高度医療の確保・充実

　　⑴　公立大学法人奈良県立医科大学の運営支援等

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

公立大学法人奈良県

立医科大学運営費交

付金（特別会計）

 ［一部医科大学等整備］

 公立大学法人実施

医師・看護師の養成等業務運営に必要な経費の財源に充てるため、 

県立医科大学に対し運営費交付金を交付

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10 4，879，216

（4，903，259）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

公立大学法人奈良県

立医科大学「未来へ

の飛躍」基金積立交

付金（特別会計）

 ［ふるさと］

 公立大学法人実施

ふるさと奈良県応援寄付金のうち県立医科大学の運営支援を希望

使途とする分を、県立医科大学の基金へ積み立てるために交付

負担区分　県（基金）／10
10 123，023

（113，862）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

公立大学法人奈良県

立医科大学中期目標

達成促進補助金

（特別会計）

 ［一部地域医療介護］

 公立大学法人実施

第 3 期中期目標の達成に向け、県が重点的に促進する県立医科大

学の取組に対し補助

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10 193，564

（190，859）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

○新 公立大学法人奈良

県立医科大学修学支

援補助金

（特別会計）

 公立大学法人実施

高等教育修学支援新制度に対応し、世帯の教育費負担軽減を図る

ため、県立医科大学が行う授業料及び入学金の減免に対し補助

負担区分　県／10
10 83，581

（　－　）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

公立大学法人奈良県

立医科大学運営管理

事業

 県実施

「医大の将来像実現推進会議」を開催し、県立医科大学のＰＤＣ

Ａマネジメントサイクルを推進

負担区分　県／10
10

1，472

（1，840）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

県立医科大学附属病

院本館Ａ病棟改装事

業（特別会計）

 公立大学法人実施

Ｅ病棟完成後に生じた本館Ａ病棟空きスペースの有効活用のため

の改装経費に対する貸付け

負担区分　県／10
10

1，315，500

（1，056，300）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

公立大学法人奈良県

立医科大学整備費貸

付金（特別会計）

 公立大学法人実施

医療機器の整備　　　　 650，000千円

患者アメニティ向上整備　50，000千円

負担区分　県／10
10

700，000

（2，671，000）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

県立医科大学施設耐

震化事業

（特別会計）

 公立大学法人実施

耐震工事（応急補強）にかかる経費に対する貸付け

負担区分　県／10
10

継続的に使用する施設の耐震診断に対し補助

負担区分　県／2
1 ・実施主体／2

1

258，674

（ 17，200）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

医大・周辺まちづく

りプロジェクト推進

事業

（一部特別会計）

 （再掲）

 ［一部地域振興］

 ［一部医科大学等整備］

県・公立大学法人実施

県立医科大学の教育・研究部門の移転、県立医科大学附属病院の

機能充実及び周辺まちづくりの推進

　教育・研究部門の移転及び附属病院の機能充実

　　文化財発掘調査、造成詳細設計、

　　建物基本設計（先行整備分）　ほか

　負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10

　附属病院周辺のまちづくり

　　近鉄橿原線新駅の検討、移転跡地等の活用検討　ほか

　負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10

833，471

（342，191）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

・

地域デザイン

推　進　局

まちづくり

連携推進課

千円
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　　⑵　地方独立行政法人奈良県立病院機構の運営支援等

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

奈良県立病院機構運

営費交付金

（特別会計）

［一部医科大学等整備］

 地方独立行政法人実施

政策医療の実施等業務運営に必要な経費の財源に充てるため、県

立病院機構に対し運営費交付金を交付

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10
3，245，315

（2，657，882）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

奈良県立病院機構中

期目標達成促進補助

金（特別会計）

 地方独立行政法人実施

第 2 期中期目標の達成に向け、県が重点的に促進する県立病院機

構の取組に対し補助

負担区分　県／10
10

42，474

（40，148）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

○新 奈良県立病院機構

看護専門学校修学支

援補助金

（特別会計）

 地方独立行政法人実施

高等教育修学支援新制度に対応し、世帯の教育費負担軽減を図る

ため、県立病院機構が行う授業料及び入学金の減免に対し補助

負担区分　県／10
10

6，212

（ － ）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

奈良県立病院機構整

備費貸付金

（特別会計）

 地方独立行政法人実施

医療機器の整備・患者アメニティ向上整備　639，000千円

電子カルテシステム更新　　　　　　　　　250，000千円

負担区分　県／10
10

889，000

（970，000）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

西和医療センター施

設耐震化事業

（特別会計）

 地方独立行政法人実施

耐震工事（応急補強）の設計にかかる経費に対する貸付け

負担区分　県／10
10 10，400

（ 4，900）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

西和医療センターの

あり方検討事業

 県実施

奈良県保健医療計画や地域医療構想、関係医療機関等との役割分

担を踏まえ、西和医療センターに必要となる医療機能の検討を実

施

負担区分　県／10
10

10，000

（10，000）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

　　⑶　奈良県総合医療センターの周辺整備

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

奈良県総合医療セン

ター周辺道路改良事

業 （再掲）

 県実施

奈良県総合医療センター周辺道路の整備

　枚方大和郡山線（中町工区）

　城廻り線

負担区分　国5．72/10・県4．28/10

1，384，825

（1，762，516）

債務負担行為

［　165，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

奈良県総合医療セン

ターアクセス整備推

進事業費補助

 市町村実施

奈良県総合医療センターへのアクセスのための道路整備事業に対

し補助

　事業主体　奈良市

　補助対象　 道路整備事業にかかる市の公債費のうち、地方交付

税算入額を差し引いた額

負担区分　県／2
1 ・奈良市／2

1

3，780

（1，564）

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

千円

千円
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　 3 　救急・周産期・災害医療体制の構築

　　⑴　救急医療体制の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

奈良県救急医療管制
システム（ｅ－ＭＡ
ＴＣＨ）事業
 （再掲）
 県実施

傷病者の搬送・受入れの実施に関する基準の円滑な運用を支援す
るため、ＩＣＴを活用したシステムを運用
負担区分　国／3

1 ・県／3
2 47，633

（52，474）
知 事 公 室
消防救急課

救急搬送適正化推進
事業 （再掲）

 県実施

救急車の適正利用の推進と傷病者の迅速・適切な搬送・受入れに
より、搬送時間短縮に向けた取組を実施
　 救急現場において、救急隊員と医師の意思疎通の向上を図るた

め、消防機関・医療機関間での意見交換会や研修を実施
　病院受入れ要請手順の検討
　救急搬送及び医療連携協議会の運営等
負担区分　県／10

10

903
（1，126）

知 事 公 室
消防救急課

救急搬送・受入実施
基準実施事業
 ［地域医療介護］
 県実施

救急患者を速やかに適切な医療機関へ搬送するため、ｅ－ＭＡＴ
ＣＨから得られるデータを収集・分析し、受入実施基準に反映
負担区分　県（基金）／10

10

700
（700）

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

搬送困難受入医療機
関支援事業
 公立大学法人・
地方独立行政法人実施

長時間搬送先が決まらない救急患者を一時的であっても受け入れ
る医療機関に対し補助
負担区分　国／3

1 ・実施主体／3
2

8，414
（8，414）

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

奈良県救急安心セン
ター運営事業

［一部地域医療介護］
 県実施

医療機関案内等の救急相談窓口の運営
救急車要請の適否等相談窓口（＃7119）の運営
　受付時間　24時間（365日）
負担区分　国／3

1 ・県／3
2 、県（基金）／10

10 、県／10
10

121，252
（ 99，446）

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

救急救命士病院実習
受入促進事業
 民間実施

救急救命士の技能向上のため、救急隊員の救急救命処置実習を受
け入れる病院に対し補助
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

4，194
（4，194）

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

小児救急医療支援事
業

［一部地域医療介護］

 県・市町村実施

広域小児初期救急支援事業
　 中南和の小児初期救急の拠点的役割を果たす橿原市休日夜間応

急診療所の運営費に対し補助
負担区分　国・市町村負担分を除き県／10

10

小児救急医療啓発事業
　 適正な受診誘導を行うための啓発用チラシ・ガイドブックの作

成・配布
小児救急電話相談事業
　保護者等からの毎休日及び深夜帯を含む夜間の電話相談窓口
　（＃8000）の運営
負担区分　県（基金）／10

10

42，617
（45，769）

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

小児救急医療輪番体
制整備事業
 ［地域医療介護］
 県・市町村・地方
独立行政法人・一部
事務組合・民間実施

小児輪番体制参加病院運営費補助金
　 2 地区（北和 6 病院、中南和 7 病院参加）
小児病院輪番体制参加病院連絡会の開催
負担区分　県（基金）／10

10

53，508
（53，289）

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

ドクターヘリ運航推
進事業

［一部地域医療介護］
 県・一部事務組合
・公立大学法人実施

奈良県ドクターヘリの運航費用に対する補助等
　ドクターヘリ運航経費
　　運航業務委託、搭乗医師等人件費、運航調整委員会運営等
　実施主体　県立医科大学附属病院
負担区分　国／2

1 ・県／2
1 、県（基金）／10

10

260，550
（259，538）

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

ドクターヘリ共同利
用事業
 県実施

複数の現場からの重複要請などに対応するため、関西広域連合 
（大阪府）のドクターヘリを共同利用
負担区分　県／10

10

3，512
（4，725）

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

千円
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　　⑵　周産期医療体制の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

産婦人科一次救急医

療体制緊急整備事業

県・市町村・民間実施

土日祝日・夜間に産婦人科一次救急に対応する医療機関を確保

　産婦人科病院群輪番制運営事業

　　実施主体　市立奈良病院外 2 病院

　産婦人科在宅当番医制運営事業

　　委 託 先　赤崎クリニック外 9 診療所

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

84，296

（85，879）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

産科医療体制支援事

業

 ［地域医療介護］

 市町村・公立

大学法人・地方独立

行政法人・民間実施

産科医の待遇改善を図る医療機関に対し補助

　実施主体　 分娩手当や産科後期研修医に対し手当を支給する医

療機関27施設

新生児科医の処遇改善を図る医療機関に対し補助

　実施主体　 新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）入院患者に対応する

新生児科医に手当を支給する医療機関 2 施設

負担区分　県（基金）／3
1 ・実施主体／3

2

18，972

（18，795）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

周産期母子医療セン

ター運営事業

 公立大学法人・

地方独立行政法人実施

総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターの

運営費に対し補助

　実施主体　県立医科大学附属病院、奈良県総合医療センター

負担区分　国／3
1 ・県／3

1 ・実施主体／3
1

72，791

（72，791）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

周産期救急患者受入

体制強化事業

 県実施

周産期救急患者受入れにかかる搬送コーディネーターの設置

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 2，511

（2，538）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

　　⑶　災害医療体制の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

災害急性期医療体制

構築事業

 ［地域医療介護］

 県実施

災害発生直後の連絡体制等構築のための災害急性期医療体制等連

絡会及び研修・訓練等を実施

負担区分　県（基金）／10
10

2，957

（2，370）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

ＤＰＡＴ体制整備事

業

 県実施

大規模災害の発生に備え、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）

の体制を整備し、訓練等を実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

264

（310）

医療政策局

疾病対策課

　 4 　地域医療連携体制の構築

　　⑴　地域医療の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

奈良県地域医療介護

総合確保基金積立金

（医療分）

 県実施

地域における医療及び介護の総合的な確保を促進するための基金

の積立て

負担区分　国／3
2 ・県／3

1

603，257

（628，715）

福祉医療部

企画管理室

地域医療構想調整会

議運営事業

 県実施

地域医療構想の実現に向け関係者と必要な協議を行うため、構想

区域ごとに地域医療構想調整会議を運営

負担区分　県／10
10

1，455

（1，743）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

病床機能分化・連携

情報分析推進事業

 ［地域医療介護］

 県実施

地域医療構想実現に向けレセプトデータによる患者の受療や疾病

の動向等を分析

負担区分　県（基金）／10
10

9，714

（8，793）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

千円

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

医療機能分化・連携

促進事業

［一部地域医療介護］

 県・民間実施

医療機能再編支援事業

　医療ニーズを踏まえた医療機能の再編を検討する取組を支援

病院間連携促進事業

　 医療機能の再編に向けた病院間連携を促進するため、個別協議

の実施、連携協定の締結等を支援

負担区分　県（基金）／10
10

病病（病診）連携・在宅連携施設設備整備事業

　 病床機能分化連携や在宅医療を支援する機能に重点を置く地域

包括ケア病棟の整備に対し補助

　　実施主体　県内病院

　　補助上限　改築　2，320千円／床

　　　　　　　改修　　300千円／床

負担区分　県（基金）／2
1 ・実施主体／2

1

病床機能転換施設設備整備費等補助事業

　 病床規模の適正化を図るとともに、他の機能（在宅医療・健康

・福祉・介護）へ転換を行う取組に対し補助

　　実施主体　県内病院及び県内有床診療所

　　補助上限　改築　　　　　　　2，320千円／床

　　　　　　　改修　　　　　　　　300千円／床

　　　　　　　固定資産除却損　100，000千円

　　　　　　　人件費　　　　　　6，000千円／人

負担区分　改築・改修　県（基金）／2
1 ・実施主体／2

1

　　　　　固定資産除却損・人件費　県（基金）／10
10

医療療養病床転換助成事業

　医療療養病床から介護保険施設等へ転換を行う取組に対し補助

　　実施主体　県内病院及び県内有床診療所

　　補助上限　改築　　　　1，200千円／床

　　　　　　　改修　　　　　500千円／床

　　　　　　　創設・新設　1，000千円／床

負担区分　国／27
10 ・県／27

5 ・医療保険者／27
12

149，600

（330，170）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

｢面倒見のいい病院｣

機能向上事業

 ［地域医療介護］

 県実施

地域医療構想の実現に向け地域包括ケアシステムを支える「面倒

見のいい病院」の機能強化を促進

　指標による病院の医療機能の見える化を実施

　優良事例を共有するシンポジウムの開催

負担区分　県（基金）／10
10

15，893

（14，992）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

○新 医療経営人材養成

講座事業

 ［地域医療介護］

 県・公立

大学法人・民間実施

地域医療構想と病院の経営基盤強化の調和を図る医療経営人材を

養成するための講座を開講

　対象　県内病院の事務職、医師、看護師等

負担区分　民間負担分を除き県（基金）／10
10

7，700

（ － ）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

○新 奈良県保健医療計

画見直し検討事業

 県実施

第 7 次奈良県保健医療計画（㉚～⑤）の中間評価及び見直しを実

施

負担区分　県／10
10

3，624

（ － ）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

保健師ネットワーク

強化推進事業

 ［地域医療介護］

 県実施

地域包括ケアシステム構築に向けた県・市町村保健師ネットワー

ク機能の強化推進

　保健師ネットワーク全体会議の開催

　保健師人材育成ガイドラインによる人材育成

負担区分　県（基金）／10
10

1，000

（1，000）

医療政策局

健康推進課

糖尿病医療連携ネッ

トワーク推進事業

 ［地域医療介護］

 県実施

県内の糖尿病医療診療水準の向上を図るため、専門医への紹介基

準の運用等、地域の診療所との連携強化を推進

　診療ネットワーク専門医協議会及び病院連絡会の開催

負担区分　県（基金）／10
10

453

（8，452）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

○新 循環器病対策推進

事業

 県実施

奈良県循環器病対策推進計画の策定

負担区分　県／10
10 4，400

（ － ）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

奈良県医療安全推進

センター運営事業

 県・民間実施

県内医療の質の向上を図るため、医療事故事例等の収集・分析・

研究を行うとともに、再発防止のために県内医療機関と情報共有

を行い、医療安全体制の構築を目指す取組を支援

　実施主体　奈良県医療安全推進センター

負担区分　県／10
10

14，902

（14，927）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

医療施設整備費補助

金

 民間実施

院内感染対策施設の整備に対し補助

　実施主体　西奈良中央病院

負担区分　国／3
1 ・実施主体／3

2

2，126

（1，830）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

医療施設防災対策推

進事業

 民間実施

医療施設のスプリンクラー設置に対し補助

　実施主体　髙宮病院、済生会奈良病院、高山クリニック

負担区分　国／10
10

43，573

（　－　）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

奈良県総合医療セン

ター跡地活用まちづ

くり推進事業

 （再掲）

 ［地域包括ケア］

 県・市町村実施

奈良県総合医療センター跡地（奈良市平松周辺地区）において、

医療・介護・健康づくりの視点から県民がいきいきと暮らせる健

康長寿のまちづくりの実現を目指す取組を推進

　 県有地利活用手法検討、不動産鑑定の実施、まちづくり協議会

の開催

負担区分　県（基金）／10
10

5，300

（4，800）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

旧奈良県総合医療セ

ンター建物除却等整

備事業（特別会計）

地方独立行政法人実施

奈良県総合医療センター移転整備の完了に伴う旧病院建物除却等

の経費に対する貸付け

　除却工事、家屋補償事前調査　ほか

負担区分　県／10
10

472，400

（2，524，100）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

　　⑵　在宅医療の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

在宅医療推進事業

 ［地域医療介護］

 県・民間実施

在宅医療提供体制確立促進事業

　 在宅医療の全県的な展開に向けて、県医師会が行う在宅医療へ

の参入促進等の取組に対し補助

　 多職種による県内在宅医療提供体制を充実させるための協議会

を運営

　○新 在宅医療にかかる実態把握のためのアンケート調査を実施

在宅医療広域連携支援事業

　 保健所を中心として、複数市町村にまたがる医療介護連携のル

ールづくり等の在宅医療モデルを推進

負担区分　県（基金）／10
10

14，756

（10，235）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

在宅歯科医療推進事

業

 ［地域医療介護］

 県実施

在宅歯科医療における医科や介護等の他分野との連携を図るため、 

在宅歯科医療連携室を運営

負担区分　県（基金）／10
10

3，800

（3，800）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

医療ＩＣＴ推進事業

 ［地域医療介護］

 県・民間実施

地域医療・介護連携ＩＣＴ導入推進事業

　 医療機関間や医療機関と介護事業所間の情報共有を効率的に行

うＩＣＴシステムの構築及び運用を支援

マイ健康カード導入事業

　 ＩＣＴ技術を活用し、患者が自身の診療情報及び服薬情報等を

閲覧し活用できる環境を検討

負担区分　県（基金）／10
10

1，233

（4，752）

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

千円

千円
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　　⑶　南和地域の医療提供体制の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

南和地域公立病院整

備支援事業

 ［医科大学等整備］

 一部事務組合実施

南和広域医療企業団による南和地域公立病院整備への支援

　企業団構成市町村に対する起債償還金補助

負担区分　企業団構成市町村負担分を除き県（基金）／10
10

330，365

（305，759）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

南和広域医療企業団

運営費負担金

 一部事務組合実施

南和広域医療企業団が設置する看護専門学校の運営経費に対する

負担金

負担区分　県／10
10

80，000

（80，000）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

南和広域医療企業団

運営費補助事業

 一部事務組合実施

南和広域医療企業団の病院運営にかかる経費に対し補助

　県からの身分移管職員の県在職中に起因して発生する人件費

　　退職手当の県在職期間分

負担区分　県／10
10

125，917

（105，401）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

南奈良総合医療セン

ターアクセス整備推

進事業費補助

 市町村実施

南奈良総合医療センターへのアクセスのための道路整備事業に対

し補助

　事業主体　五條市

　補助対象　 道路整備事業にかかる市の公債費のうち、地方交付

税算入額を差し引いた額

負担区分　県／2
1 ・五條市／2

1

189

（ 25）

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

　　⑷　へき地医療体制の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

へき地診療所支援事

業

［一部地域医療介護］

 県・市町村実施

へき地診療所医師確保支援事業

　補助対象　 へき地診療所に勤務する医師にかかる人件費（自治

医大卒業医師を除く）

　実施主体　宇陀市、山添村、御杖村、十津川村、川上村

　補助上限　2，400千円

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

へき地診療所運営費補助事業

　補助対象　 へき地診療所の運営経費（国民健康保険直営診療所

を除く）

　実施主体　五條市

負担区分　国／3
2 ・市町村／3

1

へき地勤務医療従事者確保推進事業

　医学生・看護学生を対象に、へき地診療所での体験実習を実施

負担区分　県（基金）／10
10

14，477

（14，049）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

へき地医療支援事業

 県・市町村・

 一部事務組合実施

へき地医療支援機構運営事業

　 広域的なへき地医療支援事業の企画・調整等を行い、へき地医

療対策の各種事業を円滑かつ効率的に実施

　　委託先　南和広域医療企業団

へき地医療拠点病院運営費補助事業

　補助対象　へき地医療拠点病院の医療活動経費

　実施主体　南奈良総合医療センター、市立奈良病院

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

11，420

（11，903）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

へき地勤務医師養成

負担金

 県実施

自治医科大学運営費負担金

　在学生　14人　　卒業生　97人（現在42期生まで）

　自治医大卒業医師の派遣

　　へき地診療所等派遣人員　 8 人

臨床研修医負担金

　 自治医大卒業医師の臨床研修の実施に要する経費に対する負担

金

　　臨床研修医　 5 人

負担区分　県／10
10

148，150

（154，562）

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

千円

千円
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　　⑸　がん対策の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

がん診療連携推進事

業 （再掲）

 県・市町村・

一部事務組合・公立

大学法人・地方独立

行政法人・民間実施

がん患者や家族等への相談支援、医療従事者に対する研修等を実

施するがん診療連携拠点病院等に対し補助

　実施主体　県立医科大学附属病院外 5 病院

医療従事者に対する緩和ケア研修を実施

　委託先　奈良県地域がん診療連携支援病院　 2 病院

診療所の医師に対する在宅緩和ケア研修会を実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

69，315

（68，964）

医療政策局

疾病対策課

○新 がん医療機能分化

推進事業 （再掲）

 ［地域医療介護］

 公立大学法人実施

県内のがん治療水準の向上のため、県立医科大学附属病院が行う

がんゲノム医療の提供に向けた取組に対し補助

　腫瘍内科学講座を設置し、がん薬物療法専門医を育成・配置

　医療施設間のネットワーク化にかかる調査・研究の実施

　がん相談員等に対する研修会の開催

負担区分　県（基金）／10
10

23，083

（　－　）

医療政策局

疾病対策課

がん患者に対する口

腔ケア対策支援事業

 （再掲）

 ［地域医療介護］

 県実施

医科歯科連携によるがん患者の口腔ケア対策を推進

　歯科医師へのがん患者の口腔機能管理等に関する研修会の開催

　 がん診療連携拠点病院等と地域の歯科医師との医科歯科連携に

かかる連絡会の開催

　がん患者の口腔ケアに関する県民向け講演会の開催

負担区分　県（基金）／10
10

1，600

（1，600）

医療政策局

疾病対策課

ならのがん医療見え

る化推進事業

 （再掲）

 県実施

がん診療情報見える化推進事業

　 患者に応じた病院や治療方法を選択できるよう、県内のがん診

療情報の見える化を推進

　　「がんネットなら」のがん診療情報の更新及び公表

　　「がん患者さんのための療養ガイド」の改定

地域別がん対策見える化推進事業

　 がんの死亡率・罹患率等について分析を実施し、分析結果に基

づいた地域における効果的ながん対策の取組を提案

　　対象　奈良医療圏、西和医療圏

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

5，327

（9，235）

医療政策局

疾病対策課

ならのがん登録推進

事業 （再掲）

［一部地域医療介護］

 県実施

全国がん登録及び地域がん登録データベースシステムによる登録

の実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県（基金）／10
10 、県／10

10

9，073

（7，814）

医療政策局

疾病対策課

　　⑹　難病対策の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

難病医療提供体制整

備事業

 県実施

難病診療連携拠点病院における難病医療相談の実施

難病医療連絡協議会の開催

病院情報の共有による拠点病院、支援病院、協力病院間の連携の

推進

難病医療従事者向け研修会の開催

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

5，018

（4，908）

医療政策局

健康推進課

重症難病患者在宅療

養サポート事業

 県実施

重症難病患者の一時入院病床の確保及びコミュニケーション障害

に対する支援

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

7，865

（8，733）

医療政策局

健康推進課

指定難病対策事業

 県実施

指定難病医療費の公費負担

　対象疾病　原因不明で治療方法が未確立な疾病　333疾病

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

1，960，897

（1，691，499）

医療政策局

健康推進課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

小児慢性特定疾病対

策事業

 県・市町村実施

小児慢性特定疾病治療医療費の公費負担

　対象疾病数　762疾病

　実施主体　県

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

日常生活用具の給付

　実施主体　市町村

負担区分　市　部　国／2
1 ・市／2

1

　　　　　町村部　国／2
1 ・県／4

1 ・町村／4
1

354，415

（324，869）

医療政策局

健康推進課

ハンセン病対策事業

 県実施

ハンセン病患者家族生活援護に対する公費負担

負担区分　国／10
10

療養所入所者里帰り

負担区分　県／10
10

2，651

（2，906）

医療政策局

疾病対策課

奈良県アレルギー疾

患医療提供体制整備

事業

 県実施

アレルギー疾患医療連絡協議会の開催

病院情報の共有による医療機関間の連携の推進

アレルギー疾患医療従事者向け研修会の開催

患者・県民向け講演会の開催

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

1，314

（1，434）

医療政策局

健康推進課

　　⑺　感染症予防対策等の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

感染症予防対策事業

 県・市町村・

一部事務組合・公立

大学法人・民間実施

1 類・ 2 類感染症発生時の入院医療体制の確保のため、感染症指

定医療機関に対し補助

　対象　第 1 種感染症指定医療機関

　　　　　県立医科大学附属病院（ 2 床）

　　　　第 2 種感染症指定医療機関

　　　　　県立医科大学附属病院外 4 病院（22床）

感染症発生動向調査の実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

27，161

（35，457）

医療政策局

疾病対策課

新型インフルエンザ

対策事業

 県実施

新型インフルエンザの発生に備えた訓練の実施

サーベイランス等の実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

抗インフルエンザウイルス薬の保管管理

県で備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の一部について有

効期限切れに伴い更新

負担区分　県／10
10

25，229

（195，996）

医療政策局

疾病対策課

結核対策事業

 県実施

結核患者の服薬支援等を強化し、感染拡大を防止

結核患者及びその接触者の健康診断

負担区分　国／10
10 、国／2

1 ・県／2
1

結核医療費の公費負担

負担区分　国／4
3 ・県／4

1 、国／2
1 ・県／2

1

50，676

（41，133）

医療政策局

疾病対策課

肝炎対策事業

県・公立大学法人実施

肝炎検査の実施

　肝炎ウイルス検査受検体制の強化

抗ウイルス治療費等の公費負担

肝炎患者等の重症化予防

肝疾患診療地域連携体制の強化

　肝疾患連携拠点病院である県立医科大学附属病院の機能充実

　　肝疾患相談センターの運営

　　肝疾患診療連携拠点病院等連絡会議の開催

　　市町村等への技術支援等

肝がん・重度肝硬変入院治療費の公費負担

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

124，428

（166，546）

医療政策局

疾病対策課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

エイズ対策事業

 県実施

エイズに対する予防、正しい知識の普及啓発
エイズ相談、ＨＩＶ抗体検査等の実施
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

1，943
（1，592）

医療政策局
疾病対策課

風しん予防対策事業

 県実施

風しんの予防接種が必要となる者を抽出するため、抗体検査を実
施
　対 象 者　妊娠を希望する女性等
　補助単価　5，000円
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

1，573
（1，272）

医療政策局
疾病対策課

予防接種後健康被害
対策事業

 県・市町村実施

予防接種後健康被害認定者に対する医療手当等の給付
負担区分　国／2

1 ・県／4
1 ・市町村／4

1

ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）予防接種後の健康
被害にかかる総合相談窓口の運営
負担区分　県／10

10

30，379
（28，321）

医療政策局
疾病対策課

　　⑻　医薬安全対策の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

無承認無許可医薬品
検査等対策強化事業

 県実施

県民の安全・安心を確保するため、危険ドラッグの検査体制を整
備
危険ドラッグの人体への影響等の啓発
負担区分　県／10

10

437
（486）

医療政策局
薬　務　課

薬剤師・薬局機能強
化事業

 県実施

退院患者に一元的かつ継続的な薬物治療を提供するため、薬局・
医療機関・介護事業所等による地域連携機能の強化を推進
　ネットワークシステムによる患者情報の共有
　薬局に対するネットワークシステムへの参加促進
　薬局薬剤師に対する在宅医療及び多職種連携に関する研修会の
　開催
負担区分　国／10

10

3，000
（2，700）

医療政策局
薬　務　課

　　⑼　母子保健の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

母子保健検査事業

 県実施

先天性代謝異常検査による疾患の早期発見、早期治療の実現
負担区分　県／10

10 11，988
（10，157）

医療政策局
健康推進課

小児慢性特定疾病児
童等自立支援事業

 県実施

小児慢性特定疾病児童等の悩みや不安等を解消するために、自立
心の確立や必要な情報提供により適切な療養を確保
　自立支援利用計画の作成等のための自立支援員の配置
　小児慢性特定疾病児童等地域支援検討会の開催
　患者同士の交流会
　療養相談・指導の実施
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

2，700
（2，621）

医療政策局
健康推進課

不妊対策事業
 （再掲）

 県実施

不妊治療を受ける者に対する医療費の助成
　対象治療法　体外受精、顕微授精
　給 付 額 等　 治療 1 回につき上限150千円（初回治療は300千円） 

一部治療は75千円
　対　象　者　 妻の年齢が43歳未満（初回40歳未満は通算 6 回、

初回40歳以上43歳未満は通算 3 回）
男性不妊治療を受ける者に対する医療費の上乗せ助成
　対象治療法　精子回収を目的として行われる手術法等
　給 付 額 等　治療 1 回につき上限150千円
　対　象　者　妻の年齢が43歳未満の不妊治療が必要な男性
不妊専門相談センター事業
　助産師及び産婦人科医師による専門的な電話・面接相談
　不妊専門相談検討会議の開催
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

195，298
（175，913）

医療政策局
健康推進課

千円

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

子育て世代包括支援
センター支援事業
 （再掲）

 県・市町村実施

妊娠期から子育て期の切れ目ない支援の拠点となる「子育て世代
包括支援センター」の市町村による設置を支援
　市町村との連携を推進するための支援推進会議の開催
　センター相談員のスキルアップ研修会の実施
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

初回妊娠判定受診料の公費負担を行う市町村に対し補助
　実施主体　市町村
　対 象 者　非課税世帯（生活保護世帯含む）
負担区分　国／4

1 ・県／4
1 ・市町村／2

1

1，188
（1，229）

医療政策局
健康推進課

　　⑽　精神保健の充実

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

精神科救急医療シス
テムの運営
　

 県実施

精神障害者のための24時間受入れ可能な救急医療体制の運営
　精神科救急医療情報センターの運営（連絡調整）
　精神医療センターの運営（ 3 次救急）
　　委託先　県立医科大学附属病院
　輪番制救急医療システム（初期・ 2 次救急）
　　夜間・休日　 8 病院参加
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

41，985
（42，461）

医療政策局
疾病対策課

夜間休日移送体制事
業
 県実施

夜間・土日祝日における精神障害者救急移送システムの運営
　移送補助業務の民間委託
負担区分　県／10

10

25，843
（24，854）

医療政策局
疾病対策課

精神障害者地域移行
支援事業
 県実施

措置入院者への積極的な支援を入院中から開始し、精神保健福祉
相談員や保健師、精神科嘱託医による支援体制を整備
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

603
（773）

医療政策局
疾病対策課

薬物・アルコール等
依存症対策事業

 県実施

精神保健福祉センターにおいて、認知行動療法を用いた治療・回
復プログラムを実施
　対象　薬物依存症者、○新 ギャンブル依存症者
薬物・アルコール等依存症に関する普及啓発
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

○新 アルコール依存症者の早期発見・早期治療を行う体制を構築
　地区医師会との連携会議の開催
　医療機関等へ依存症者に対するスクリーニングや早期介入手法
　を周知
　アルコール健康障害問題にかかる普及啓発
　保健所における相談支援の実施
負担区分　国／10

10

2，395
（　878）

医療政策局
疾病対策課

　 5 　介護保険制度の円滑な運営

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

奈良県地域医療介護
総合確保基金積立金
（介護分）
 県実施

地域における医療及び介護の総合的な確保を促進するための基金
の積立て
負担区分　国／3

2 ・県／3
1

829，056
（843，472）

福祉医療部
企画管理室

特別養護老人ホーム
等の整備

 民間実施

特別養護老人ホームを整備する社会福祉法人等に対し補助
　②　整備　 1 カ所　定員40人
　債務負担行為
　②～③　定員150人
　補助上限　特　　養　2，400千円／床
　　　　　　ショート　1，150千円／床
養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホームの老朽化
対策を実施する社会福祉法人等に対し補助
　②　整備　 1 カ所　定員50人
　債務負担行為
　②～③　定員200人
　補助上限　特養等　2，400千円／床
負担区分　県／10

10

216，000
（325，900）

債務負担行為
［875，000］

医療・介護
保　険　局
介護保険課

千円

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

地域密着型サービス

施設等整備促進事業

 ［地域医療介護］

 市町村・民間実施

地域包括ケアシステムの構築・深化に向け、地域の実情に応じた

介護サービス提供体制の整備を促進するための施設整備等に対し

補助

　 小規模多機能型居宅介護事業所をはじめとした地域密着型サー

ビス施設等の整備

　特別養護老人ホームや地域密着型サービス施設等の開設準備

　特別養護老人ホームの多床室のプライバシー保護のための改修

負担区分　県（基金）／10
10

800，000

（1，162，940）

医療・介護

保　険　局

介護保険課

介護給付費負担金

 市町村・民間実施

介護保険制度の保険者である市町村への介護給付及び予防給付に

対する負担金

　施設給付費

　負担区分　 利用者負担分を除き保険料50％・国（直接）20％・

県17．5％・市町村12．5％

　居宅給付費

　負担区分　 利用者負担分を除き保険料50％・国（直接）25％・

県12．5％・市町村12．5％

16，259，000

（15，922，000）

医療・介護

保　険　局

介護保険課

低所得者介護保険料

軽減負担金

 市町村実施

低所得者の介護保険料の負担軽減に対する負担金

負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・市町村／4
1 413，478

（237，975）

医療・介護

保　険　局

介護保険課

○新 第 8 期介護保険事

業支援計画策定事業

 県実施

奈良県高齢者福祉計画及び第 8 期奈良県介護保険事業支援計画の

策定

市町村の第 8 期介護保険事業計画の策定支援

負担区分　国／10
10 、県／10

10

8，900

（ － ）

医療・介護

保　険　局

介護保険課

軽費老人ホーム運営

費助成事業

 民間実施

軽費老人ホームの利用者から徴収すべき利用料のうち減免した額

に対し補助

　対象施設　23施設（918人）

負担区分　県／10
10

556，715

（556，673）

医療・介護

保　険　局

介護保険課

介護給付適正化強化

事業

 県実施

市町村の介護給付適正化の取組を支援

　地域差データ分析による支援及びケアプラン点検研修

　地域密着型サービスセミナーの開催

　市町村へのケアマネ専門職の派遣指導

事業者に対する個別及び集団指導の実施

保険者及び事業者への制度改正の周知

負担区分　国／10
10 、県／10

10

3，876

（5，000）

医療・介護

保　険　局

介護保険課

○新 介護報酬改定対応

事業

 県実施

令和 3 年 4 月の介護報酬改定及び制度改正に対応するための保険

者（市町村）及び事業者への説明会の実施

介護保険指定機関等管理システムの改修等

負担区分　県／10
10

7，500

（ － ）

医療・介護

保　険　局

介護保険課

　 6 　地域包括ケアシステムの構築・深化

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

地域包括ケアモデル

プロジェクト推進事

業

 ［地域包括ケア］

 県実施

地域包括ケアシステムの構築を促進するため、市町村・関係機関

等と連携し、検討会議を開催

○新 ＡＩを活用した高齢者支援システムの構築に向けた実証実験等

負担区分　県（基金）／10
10

11，448

（ 　728）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

地域ケア会議充実支

援事業　　（再掲）

［一部地域医療介護］

［一部地域包括ケア］

 県実施

地域ケア会議の機能充実に向けた取組を支援

　地域ケア会議にリハビリ等専門職をアドバイザーとして派遣

　地域包括支援センター新任職員研修等の実施

負担区分　国／10
10 、県（基金）／10

10

1，856

（4，248）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

介護予防・日常生活

支援総合事業充実事

業 （再掲）

［一部地域包括ケア］

 県実施

市町村の地域マネジメント力向上を支援するための研修会を開催

住民運営の通いの場の充実に向けた、研修会・意見交換会等を開

催し、住民主体の介護予防を推進

負担区分　国／10
10 、県（基金）／10

10

2，328

（3，017）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

生活支援コーディネ

ーター活動充実事業

 （再掲）

［一部地域包括ケア］

 県実施

生活支援・介護予防の体制整備を推進

　生活支援コーディネーターの活動充実に向けた研修会等を開催

負担区分　国／10
10 、県（基金）／10

10 1，858

（1，839）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

退院調整ルール推進

事業

 ［地域包括ケア］

 県・市町村実施

圏域を越えて入退院をする場合に、円滑な情報共有による退院調

整が実施されるよう広域調整を推進

負担区分　県（基金）／10
10

716

（879）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

地域支援事業交付金

 市町村実施

市町村の地域支援事業に要する経費に対し、国の制度と連動し、

交付金を交付

　介護予防・日常生活支援総合事業

　負担区分　保険料50％・国25％・県12．5％・市町村12．5％

　包括的支援事業　地域包括支援センターの運営等

　任　意　事　業　介護給付費適正化、家族介護支援事業等

　負担区分　保険料23％・国38．5％・県19．25％・市町村19．25％

973，000

（995，000）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

認知症介護人材養成

・支援体制強化事業

［一部地域医療介護］

［一部地域包括ケア］

 県・民間実施

介護職員等を対象に認知症介護に関する専門性向上のための研修

を実施

　認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修等

現場職員を対象とした認知症介護実践者研修等の講師を計画的に

養成

　認知症介護指導者フォローアップ研修

　認知症介護指導者を養成するための研修への派遣

　 養成研修派遣者の所属法人が行う研修期間の代替職員の雇い上

げに要する経費に対し補助

　　補助上限　350千円／事業所

医療関係者等の認知症への対応力を高め、認知症の本人や家族へ

の支援体制を強化するための研修の実施

　 かかりつけ医認知症対応力向上研修、認知症サポート医養成研

修、病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修等

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10

市町村が配置する認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域支

援推進員に対するフォローアップ研修等の実施

負担区分　国／2
1 ・県（基金）／2

1 、県（基金）／10
10

医療・介護・生活支援、行政・企業等の関係者によるネットワー

クを活用し、認知症の人と家族を支える地域づくりを推進

　家族のための認知症介護教室の実施、電話相談

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

15，219

（15，963）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

・

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

若年性認知症サポー

トセンター運営事業

［一部地域包括ケア］

 県実施

若年性認知症の人への支援等を充実

　若年性認知症支援コーディネーターの配置

　若年性認知症自立支援ネットワーク会議の開催

　○新 若年性認知症ピアサポート体制の構築に向けた医療・介護等

　関係機関との調整及び普及啓発

　若年性認知症にかかる相談支援等

負担区分　国／2
1 ・県（基金）／2

1

6，385

（4，750）

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

認知症疾患医療セン

ター運営事業

公立大学法人・民間実施

認知症患者に対する適切な医療の提供を確保するため、認知症疾

患医療センターの運営費に対し補助

　実施主体　ハートランドしぎさん、秋津鴻池病院、

　　　　　　県立医科大学附属病院、吉田病院

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

9，960

（9，960）

医療政策局

疾病対策課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

高齢者権利擁護推進

事業 （再掲）

 県実施

高齢者の権利擁護を推進するため、成年後見制度の利用を促進す

る取組を実施

　コーディネーターによる相談窓口の設置

　複数市町村による権利擁護センターの広域整備支援等

高齢者への虐待防止を図るため、市町村及び介護施設の職員に対

する研修会の実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

3，981

（4，535）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

・

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

鉄道駅バリアフリー

整備事業　（再掲）

［福祉のまちづくり］

 民間実施

鉄道駅における段差解消等のバリアフリー整備を行う鉄道事業者

に対し補助

　エレベーター整備

　　ＪＲ香芝駅、近鉄平城駅

　内方線付点状ブロック整備

　　 近鉄南生駒駅、近鉄一分駅、近鉄結崎駅、近鉄耳成駅、近鉄

平城駅

負担区分　国／3
1 ・県（基金）／6

1 ・市町村／6
1 ・実施主体／3

1

26，257

（32，071）

県土マネジ

メ ン ト 部

リニア推進

・地域交通

対　策　課

福祉・介護人材確保

協働連携事業

［一部地域医療介護］

 県実施

福祉・介護人材確保協議会の運営

福祉・介護のお仕事ＰＲ隊の運営

　 県内福祉・介護認証事業所の若手職員をＰＲ隊員として任命し、 

各種セミナー等で福祉・介護の仕事の魅力を発信

　○新 お仕事ＰＲ隊による先進事例の発掘及び県内事業所への展開

認証マークの活用やパンフレット等による広報展開、県内大学等

におけるＰＲの実施

○新 奈良県版多機能職種の養成・認証・活用に向けた検討

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10

11，470

（ 8，600）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

　 7 　医療保険制度の円滑な運営

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

国民健康保険事業

（特別会計）

 県実施

国民健康保険事業に要する経費を市町村等へ交付

負担区分　民間負担分を除き国41％・県 9 ％・市町村50％
124，150，000

（123，759，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

国民健康保険事業費

特別会計繰出金

 県実施

国保財政の安定化を図るため、保険給付費等の 9 ％相当を特別会

計へ繰出し

負担区分　県／10
10

6，642，000

（6，524，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

国民健康保険高額医

療費負担事業

 県実施

高額な医療費の発生による国保財政の急激な影響の緩和を図るた

めの負担金を特別会計へ繰出し

　対象医療費　月80万円を超える額

負担区分　国／4
1 ・県／4

1 ・市町村／2
1

929，000

（908，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

国民健康保険特定健

康診査・特定保健指

導負担金事業

 県実施

市町村国保が生活習慣病対策のための特定健診等を実施する費用

に対する負担金を特別会計へ繰出し

負担区分　国／3
1 ・県／3

1 ・市町村／3
1

171，000

（165，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

国民健康保険事業費

特別会計一般管理費

等繰出金

 県実施

県が保険者として業務を行う際に必要となる事務費等を特別会計

へ繰出し

負担区分　県／10
10

15，000

（15，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

国民健康保険基盤安

定化事業

 市町村実施

国保の基盤安定を図るための軽減保険料（税）に対する負担金

　保険基盤安定化事業

　負担区分　県／4
3 ・市町村／4

1

　保険者支援事業

　負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・市町村／4
1

4，673，000

（4，754，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

後期高齢者医療給付

事業

 広域連合実施

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者の医療費等

の給付に対する負担金

　対象　75歳以上（65歳以上の政令で定める障害者を含む）

負担区分　国／3
1 ・県／12

1 ・市町村／12
1 ・支援金等／10

4 ・保険料／10
1

後期高齢者医療制度の運営安定化を図るため、高額医療費の一部

に対する負担金

　対象医療費　月80万円を超える額

負担区分　国／4
1 ・県／4

1 ・広域連合／2
1

16，025，000

（15，204，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

後期高齢者医療保険

基盤安定化事業

 広域連合実施

低所得者に対する保険料の軽減分に対する負担金

負担区分　県／4
3 ・市町村／4

1
2，747，000

（2，554，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

後期高齢者医療財政

安定化基金事業

 県実施

保険料の収納不足や見込み以上の医療給付費の増加等に対応する

ための基金の積立て

負担区分　国／3
1 ・県／3

1 ・広域連合／3
1

218，269

（208，727）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

医療費適正化推進事

業

 県実施

医療費適正化推進事業

　 第 3 期医療費適正化計画（㉚～⑤）に定める目標を達成するた

め、関係機関と連携して取組を推進するとともに、保険者協議

会を通して計画の着実な実行をマネジメント

　　医薬品適正使用促進地域協議会の開催

　　糖尿病性腎症重症化予防プログラムの実施支援等

○新 医療費分析等推進事業

　医学的専門機関との連携による精度の高い医療費分析を実施

　 病院や地域単位で最も有効で経済的な医薬品使用ルールを定め

る取組であるフォーミュラリーを全国に先駆けて推進

負担区分　県／10
10

医薬品適正使用促進事業

　 医療費適正化の一環として、残薬及び重複・多剤投与の解消や

後発医薬品の使用を促進

　　お薬手帳カバー・残薬バッグの配布

　　薬剤師会による出張セミナーの実施

　　ポリファーマシー（高齢者の多剤併用）対策の実施

負担区分　国／10
10 、県／10

10

5，964

（5，222）

医療・介護

保 険 局

医療保険課

・

医療政策局

薬　務　課

国民健康保険団体連

合会委託事業

（特別会計）

 （再掲）

 県実施

国保事務支援センターによる医療費適正化に向けた効果的・効率

的な取組の推進

　医療費通知、後発医薬品差額通知

　特定健康診査・特定保健指導の実施率向上対策等

負担区分　民間負担分を除き国41％・県 9 ％・市町村50％

541，612

（562，329）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

千円
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17　福祉の充実

　 1 　地域福祉の推進

　　⑴　県域の地域福祉の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

県域における地域福

祉推進事業

 県・民間実施

○新 地域の生活課題の解決に向けて、実践モデル事例の県内他地域

への拡大を図ることによる「福祉の奈良モデル」構築の推進

負担区分　国／4
3 ・県／4

1

県社会福祉協議会が行うコミュニティソーシャルワーカー実践研

修に対し補助

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

3，200

（4，000）

福祉医療部

地域福祉課

○新 奈良県域地域福祉

計画改定にかかる実

態調査事業

 ［長寿社会］

 県実施

奈良県域地域福祉計画の改定に向け、県内の各種相談窓口におけ

る課題が複合化した事例等の実態調査を実施

負担区分　県（基金）／10
10

4，865

（ － ）

福祉医療部

地域福祉課

奈良県おもいやり駐

車場制度推進事業

［福祉のまちづくり］

 県実施

障害者、高齢者、妊産婦等移動に配慮が必要な方のための駐車区

画を設置・登録し、利用の対象となる方に利用証を交付

おもいやり駐車場制度の普及啓発

負担区分　県（基金）／10
10

7，395

（6，176）

福祉医療部

地域福祉課

民生児童委員活動費

 民間実施

民生児童委員及び地区民生児童委員協議会の活動に要する経費に

対する負担金

　民生児童委員数　　　　　　2，280名（令和 2 年 2 月現在）

　地区民生児童委員協議会　103協議会（令和 2 年 2 月現在）

負担区分　県／10
10

157，392

（157，159）

福祉医療部

地域福祉課

　　⑵　更生支援の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

○新 出所者の就労の場

づくり推進事業

 （再掲）

 県・民間実施

出所者の円滑な社会復帰に向けて、出所者を直接雇用し、住居の

貸与や社会的な教育等を実施するための法人の設立及び運営を支

援

負担区分　県／10
10

奈良県更生支援のあり方検討会の開催

　出所者の円滑な社会復帰の促進について意見交換

負担区分　国／10
10

38，719

（　－　）

福祉医療部

地域福祉課

地域生活定着支援事

業

 県実施

高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする矯正施設退所予

定者等の社会復帰を支援

　地域生活定着支援センターの運営

負担区分　国／4
3 ・県／4

1

20，700

（21，200）

福祉医療部

地域福祉課

社会復帰促進就労支

援事業 （再掲）

 県・民間実施

社会復帰を目指す矯正施設出所者の就労促進

　保護観察対象者の直接雇用

　　民間企業によるインターンシップの実施

　矯正施設出所者が業務上必要とする資格の取得支援

　 事業者向けセミナー・県民向けシンポジウム・有識者懇談会の

開催

負担区分　国／10
10 、国／2

1 ・県／2
1 、県／10

10

6，714

（6，641）

産業・観光・

雇用振興部

外国人・人材

活用推進室

千円

千円
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　　⑶　生活困窮者支援の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

生活困窮者自立支援
対策事業

 県・市町村実施

生活困窮者等に対する自立に向けた相談支援を実施
県内11市との協定に基づく就労準備支援の広域実施
認定就労訓練事業所の開拓
離職により住居を失った生活困窮者に対し家賃相当の給付金を有
期で給付
○新 市町村の支援従事者の資質向上に向けた研修会の開催
負担区分　国／4

3 ・県／4
1 、国／3

2 ・県／3
1 、国／2

1 ・県／2
1

76，416
（79，944）

福祉医療部
地域福祉課

生活困窮世帯の子ど
もの「心と学び」サ
ポート事業

 県実施

生活保護世帯及び生活困窮世帯の子どもへの生活・学習支援教室
の開催
不登校などの問題を抱えている子どもや世帯が困難な課題を抱え
ている子どもへの訪問学習支援の実施
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

 20，375
（21，031）

福祉医療部
地域福祉課

生活保護費の支給

 県・市町村実施

生活困窮者に最低限の生活を保障するための必要な保護の実施
　生活保護費の支給
　生活保護法73条負担金
　負担区分　国／4

3 ・県／4
1

　医療券審査及び支払事務委託
　介護券審査及び支払事務委託
　要介護状態審査判定事務委託
　負担区分　県／10

10

　中国残留邦人生活支援給付金事業
　負担区分　国／4

3 ・県／4
1

5，526，589
（5，711，696）

福祉医療部
地域福祉課

生活保護受給者健康
管理支援事業
 県実施

生活保護受給者への個別保健指導の実施
負担区分　国／4

3 ・県／4
1 2，200

（ － ）
福祉医療部
地域福祉課

　 2 　障害福祉の推進

　　⑴　障害理解の促進及び権利擁護の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

奈良県手話言語条例
推進事業

 県実施

条例の普及啓発、手話を使いやすい環境整備の推進
　ポスター・チラシ・ハンドブックの配布による普及啓発
　専門職及び中途失聴・難聴者を対象とした手話講習会の開催
　県民・県職員に対し手話言語に特化した研修会の開催
　障害者施策推進協議会手話部会の開催
負担区分　県／10

10

3，434
（4，130）

福祉医療部
障害福祉課

まほろば「あいサポ
ート運動」推進事業

 県実施

県民誰もが障害に対する理解を深め、必要な配慮等を実践するま
ほろば「あいサポート運動」を推進
　 まほろば「あいサポーター研修」等の実施及びパンフレットの

配布
　 障害のある人等が支援・配慮を必要としていることを示す「ヘ

ルプマーク」の作成・配付
　体験型イベント「あいサポート講座」の開催
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

4，031
（5，037）

福祉医療部
障害福祉課

障害のある人もない
人もともに暮らしや
すい社会づくり推進
事業
 県実施

「奈良県障害のある人もない人もともに暮らしやすい社会づくり
条例」に基づく相談体制の整備及び条例の普及啓発
　 相談員の配置、調整委員会の運営、ポスター・リーフレット等

の配布による普及啓発
負担区分　県／10

10

6，650
（5，538）

福祉医療部
障害福祉課

障害者権利擁護支援
事業

 県実施

障害者への差別及び虐待の防止と権利擁護を推進し、障害者の自
立と社会参加を支援
　奈良県障害者権利擁護センターの運営
　 各圏域に弁護士を配置し、法律的知識を必要とする事案につい

て支援
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

4，741
（3，871）

福祉医療部
障害福祉課

千円

千円
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　　⑵　相談支援

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

障害児地域療育体制

整備事業

 県実施

障害児等療育相談支援事業

　 在宅障害児の地域生活を支援するため、訪問・外来による療育

指導・療育相談を実施

障害児療育支援者育成事業

　 療育の質を向上させるため、障害児の療育・支援に携わる機関

の支援者等を対象とした研修会等を開催

負担区分　県／10
10

地域療育支援ネットワーク推進事業

　 教育機関や福祉サービス事業所等が連携して障害児の地域生活

を支援するため、個別事例への助言や研修会を実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

6，535

（8，270）

福祉医療部

障害福祉課

発達障害者支援事業

 県実施

発達障害者支援センターの運営

地域支援ネットワークの構築

　 地域の支援機関等に対する個別支援や関係機関の連携、支援担

当者の養成等を推進

家族支援体制の整備

　ペアレントメンターの養成及び登録・派遣

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

50，493

（50，493）

福祉医療部

障害福祉課

障害者相談支援体制

整備事業

 県実施

専門性の高い相談、広域的な対応が必要な相談支援体制の整備

　障害者総合相談圏域支援事業

　　 西和・中和・東和・南和の各圏域に圏域マネージャーを配置

し、市町村や相談支援事業者への助言指導、相談ネットワー

クづくりを実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

19，760

（19，580）

福祉医療部

障害福祉課

障害者総合支援セン

ター、県営福祉パー

ク及び福祉住宅体験

館管理事業

 県実施

児童発達支援センター、自立訓練センター、社会就労センター、

高次脳機能障害支援センター及び県営福祉パークの運営

発達障害児医学的療育支援の実施

　 在宅の発達障害児等に対して療育支援を行うため、専門指導員

を派遣

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

160，303

（155，302）

福祉医療部

障害福祉課

　　⑶　生活支援

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

障害者自立支援給付

事業

 市町村・民間実施

障害のある人が自立した日常生活・社会生活を営むために必要と

なる障害福祉サービスにかかる自立支援給付費に対する負担金

　 居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、短期入所、生

活介護、療養介護、施設入所支援、相談支援、就労移行支援、

就労継続支援、自立訓練、就労定着支援、自立生活援助、共同

生活援助、補装具利用

負担区分　利用者負担分を除き国／2
1 ・県／4

1 ・市町村／4
1

6，610，687

（6，311，555）

福祉医療部

障害福祉課

市町村地域生活支援

事業

 市町村実施

障害者のニーズに応じた事業を実施する市町村に対し補助

　 相談支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業、

移動支援事業（恒常的に通院を必要とする者への通院支援）、

地域活動支援センター機能強化事業等

負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・市町村／4
1

260，000

（248，000）

福祉医療部

障害福祉課

障害者福祉施設整備

補助事業

 民間実施

障害者支援施設等の整備に対し補助

　創設

　　（ＮＰＯ）自立支援ステーションぽかぽか　定員40人

　　（ＮＰＯ）つくし野会　　　　　　　　　　定員20人

　改築

　　（福）以和貴会　　　　　　　　　　　　　定員60人

負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・実施主体／4
1

452，431

（345，320）

福祉医療部

障害福祉課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

難聴児補聴器購入助

成事業

 市町村実施

補装具費支給制度の対象外である中・軽度の難聴児の健全な発達

を支援するため、市町村が行う補聴器購入費助成事業に対し補助

負担区分　県／3
1 ・市町村／3

1 ・本人負担／3
1

1，300

（1，500）

福祉医療部

障害福祉課

　　⑷　生活環境

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

障害者グループホー

ム等整備補助事業

 民間実施

障害者グループホーム等の整備に対し補助

　創設

　　（福）ふれあいの会　定員 6 人

　　（福）青垣園　　　　定員 6 人

負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・実施主体／4
1

58，600

（ 3，483）

福祉医療部

障害福祉課

県立障害福祉施設建

替整備事業

 県実施

藤の木学園の建替整備

　旧居住棟除却工事、造成設計、指導訓練棟・管理棟建築設計等

負担区分　県／10
10

210，000

（1，740，000）

福祉医療部

障害福祉課

　　⑸　保健・医療及び療育の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

医療的ケア児等支援

推進事業

［一部地域医療介護］

 県・民間実施

医療的ケア児等に対する支援の推進

　 在宅医療的ケア児等の保護者の介護負担を軽減するため、地域

の医療機関の体制を整備

　負担区分　国／10
10

　医療的ケア児等支援のための協議の場を設置

　 地域の支援機関を円滑に連携させる地域コーディネーター等の

養成研修を実施

　負担区分　国／2
1 ・県／2

1

　 ○新 広域的・専門的な相談支援及び関係機関のネットワーク構築

等を行う（仮称）重症心身障害児（者）支援センターの設置

　負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県（基金）／10
10

14，374

（ 8，255）

福祉医療部

障害福祉課

心身障害者歯科衛生

診療所設備整備事業

 ［地域医療介護］

 県実施

診療機器の更新

負担区分　県（基金）／10
10 6，200

（6，200）

福祉医療部

障害福祉課

障害者医療給付事業

 市町村実施

18歳以上の身体障害者手帳所持者が障害の程度を軽減・改善する

ための医療費に対する負担金

負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・市町村／4
1

538，570

（529，776）

福祉医療部

障害福祉課

精神障害者医療費助

成事業

 県・市町村実施

精神障害者の医療費の公費負担

　実施主体　県

　　措置入院費

　　負担区分　国／4
3 ・県／4

1

　　自立支援医療費（精神科通院）

　　負担区分　国／2
1 ・県／2

1

精神科通院確保のための自己負担に対し補助

　実施主体　市町村

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

医療保険自己負担（入院・精神科以外の通院）に対し補助

　実施主体　市町村

　補助対象　精神保健福祉手帳 1 ・ 2 級所持者

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

2，773，226

（2，591，168）

医療政策局

疾病対策課

千円

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

障害児施設運営費

 民間実施

障害児支援のための施設訓練給付費等負担金

　福祉型入所施設　 3 施設　33人

　医療型入所施設　 5 施設　28人

負担区分　保護者負担分を除き国／2
1 ・県／2

1

333，595

（337，003）

福祉医療部

障害福祉課

障害児通所給付事業

 市町村・民間実施

障害児通所支援のための通所給付費負担金

負担区分　保護者負担分を除き国／2
1 ・県／4

1 ・市町村／4
1

1，318，668

（1，254，942）

福祉医療部

障害福祉課

　　⑹　就労への支援

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

なら障害者「はたら

く」推進事業

 （再掲）

 国・県実施

企業との連携強化や地域での障害者就労への取組強化により、就

労に向けた一体的な支援体制を構築

　 障害者計画で定める 5 圏域に障害者就業・生活支援センターを

各 1 カ所設置

　負担区分　国／2
1 ・県／2

1

　「障害者はたらく応援団なら」の運営

　　 障害者雇用の趣旨に賛同する企業等を登録し、障害者のニー

ズに応じた職場実習の受入拡大を推進

　　障害者雇用ジャーナルの発行

　障害者政策推進トップフォーラムの開催

　 就労連携コーディネーター 3 名を配置し、企業等への訪問によ 

り、職場実習機会の拡大を推進

　○新 企業応援集中セミナーの開催

　　障害者雇用に関する専門的知識や技能を習得した人材を養成

　負担区分　県／10
10

35，896

（35，744）

福祉医療部

障害福祉課

精神障害者・発達障

害者雇用企業サポー

ト事業 （再掲）

 県実施

精神障害者や発達障害者の障害特性に応じた就労支援体制を構築

するため、精神保健福祉士などの専門家を雇用促進コーディネー

ターとして派遣し、企業等に対する支援を実施

負担区分　県／10
10

9，537

（9，514）

福祉医療部

障害福祉課

障害者職場実習促進

事業 （再掲）

 県実施

ジョブサポーターを養成・登録し、障害者の職場実習先に派遣す

ることにより、職場実習機会を拡大

負担区分　県／10
10

790

（999）

福祉医療部

障害福祉課

障害者「いい仕事づ

くり」推進事業

 （再掲）

 県実施

県内の事業所で働く障害のある人の工賃向上につながる、働きが

いのある「いい仕事づくり」を推進

　 障害者就労施設において生産される授産商品等の共同販売会を

開催

　負担区分　国／2
1 ・県／2

1

　 障害者就労施設等の商品やサービスの情報を集約したホームペ

ージの保守・運用

　負担区分　県／10
10

3，266

（4，057）

福祉医療部

障害福祉課

農福連携推進事業

 （再掲）

 県実施

障害者の職域拡大や工賃向上を図るとともに、農業の担い手不足

の解消につなげるため、農業分野での障害者の就労を支援

　 ○新 障害者就労施設等において農業生産活動を促進するため、コ

ーディネーターを配置

　農業経営体等において障害者の職場体験実習を実施

　農福連携人材育成研修の実施

　負担区分　国／2
1 ・県／2

1

　農業に関する専門家を障害者就労施設へ派遣

　農福連携マルシェの開催

　負担区分　国／10
10

　担い手ワンストップ窓口の運営・情報発信

　負担区分　県／10
10

新たに障害者を雇用する農業者等の農機具等購入資金に対する利

子補給

負担区分　県／10
10

7，813

（11，585）

福祉医療部

障害福祉課

・

食 と 農 の

振 興 部

担 い 手 ・

農地マネジ

メ ン ト 課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

奈良県庁障害者就労

支援推進事業

 （再掲）

 県実施

就労支援の場を確保し、工賃向上に向けて有効な「施設外就労」

を県庁内で実施

負担区分　県／10
10

2，180

（2，180）

福祉医療部

障害福祉課

　　⑺　社会参加

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

障害者スポーツ交流

事業

 県実施

障害者スポーツ活動の充実

　障害者が気軽に参加できる障害者軽スポーツ大会を開催

　負担区分　県／10
10

　障害者スポーツボランティア人材バンクの運営等

　負担区分　国／2
1 ・県／2

1

1，013

（1，473）

福祉医療部

障害福祉課

奈良県大芸術祭・奈

良県障害者大芸術祭

開催事業 （再掲）

 民間実施

奈良の芸術文化の振興を図るため、「奈良県大芸術祭」と「奈良

県障害者大芸術祭」を一体開催

　期間　令和 2 年 9 月 1 日～11月30日

　内容　障害のある人とない人の交流の促進

　　　　 障害の有無や年齢にかかわらず誰でも楽しめるイベント

を展開

　　　　地域・社寺等と連携した奈良の芸術文化の発信

負担区分　民間負担分を除き国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

64，440

（71，600）

文化・教育・

くらし創造部

文化振興課

障害者情報アクセシ

ビリティ向上事業

 県実施

聴覚障害者、視覚障害者等に対する情報保障を充実

　 県主催のイベント、会議・研修及び障害者の県庁訪問時等に手

話通訳者、要約筆記者、盲ろう通訳・介助員等を派遣及び点字

音声資料を作成

負担区分　県／10
10

970

（1，700）

福祉医療部

障害福祉課

○新 失語症者向け意思

疎通支援者養成事業

 県実施

失語症者向け意思疎通支援者を養成するため研修を実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 1，374

（ － ）

福祉医療部

障害福祉課

　 3 　福祉人材の確保

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

福祉・介護事業所認

証制度運営事業

 ［地域医療介護］

 県実施

福祉・介護事業所認証制度の運用

　認証申請の受付・審査、認証事業所の公表

認証取得を目指す事業所への支援

　小規模事業所における体制整備や計画策定等を支援

負担区分　県（基金）／10
10

15，656

（16，000）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

福祉・介護人材確保

協働連携事業

 （再掲）

［一部地域医療介護］

 県実施

福祉・介護人材確保協議会の運営

福祉・介護のお仕事ＰＲ隊の運営

　 県内福祉・介護認証事業所の若手職員をＰＲ隊員として任命し、 

各種セミナー等で福祉・介護の仕事の魅力を発信

　○新 お仕事ＰＲ隊による先進事例の発掘及び県内事業所への展開

認証マークの活用やパンフレット等による広報展開、県内大学等

におけるＰＲの実施

○新 奈良県版多機能職種の養成・認証・活用に向けた検討

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10

11，470

（ 8，600）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

福祉・介護人材参入

促進事業

 ［地域医療介護］

 県実施

福祉・介護人材マッチングの機能強化

高校生や大学生等を対象とした就職支援セミナーや職場体験を実

施

負担区分　県（基金）／10
10

27，000

（27，000）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

千円

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

介護分野への多様な

人材参入促進支援事

業 （再掲）

［一部地域医療介護］

 県・民間実施

意欲のある中高年齢者の介護施設への就労を促進するため、入門

的研修や介護施設へのマッチングを実施

負担区分　県（基金）／10
10

外国人介護人材の参入促進及び定着を図るため、資格取得や生活

支援を実施する法人を支援

　 経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人介護福祉士候補者を受

け入れる施設が実施する学習支援等にかかる経費に対し補助

　 ○新 外国人介護人材を受け入れる施設が行う学習及び生活支援に

かかる経費に対し補助

　 介護福祉士養成施設に入学する外国人留学生に修学資金を貸し

付ける県内介護施設に対し貸付け

負担区分　国／10
10 、県（基金）／3

1 ・実施主体／3
2

49，532

（32，380）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

介護人材確保対策推

進補助事業

 ［地域医療介護］

 市町村・民間実施

市町村及び民間団体が実施する多様な人材の参入促進、資質向上、 

労働環境・処遇改善などの介護人材確保に向けた取組に対し補助

負担区分　県（基金）／10
10

55，000

（55，000）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

介護職員初任者研修

支援補助事業

 ［地域医療介護］

 市町村・民間実施

介護職員等の介護職員初任者研修受講に要する経費に対し補助

　補助上限　50千円／人（受講料）

　実施主体　市町村及び県内介護職員養成機関等

負担区分　県（基金）／10
10

15，000

（15，000）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

障害福祉人材育成研

修及びたん吸引等研

修事業

［一部地域医療介護］

 県実施

障害福祉サービス及び相談支援の質の向上を図るため、介護職員

等の養成研修を実施

　相談支援従事者研修

　サービス管理責任者等研修

　強度行動障害支援者養成研修

　ファシリテーター養成研修

たん吸引等の医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県（基金）／10
10

24，783

（ 9，899）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

認知症介護人材養成

・支援体制強化事業

 （再掲）

［一部地域医療介護］

［一部地域包括ケア］

 県・民間実施

介護職員等を対象に認知症介護に関する専門性向上のための研修

を実施

　認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修等

現場職員を対象とした認知症介護実践者研修等の講師を計画的に

養成

　認知症介護指導者フォローアップ研修

　認知症介護指導者を養成するための研修への派遣

　 養成研修派遣者の所属法人が行う研修期間の代替職員の雇い上

げに要する経費に対し補助

　　補助上限　350千円／事業所

医療関係者等の認知症への対応力を高め、認知症の本人や家族へ

の支援体制を強化するための研修の実施

　 かかりつけ医認知症対応力向上研修、認知症サポート医養成研

修、病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修等

負担区分　県（基金）／10
10 、県／10

10

市町村が配置する認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域支

援推進員に対するフォローアップ研修等の実施

負担区分　国／2
1 ・県（基金）／2

1 、県（基金）／10
10

医療・介護・生活支援、行政・企業等の関係者によるネットワー

クを活用し、認知症の人と家族を支える地域づくりを推進

　家族のための認知症介護教室の実施、電話相談

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

15，219

（15，963）

福祉医療部

長寿・福祉

人 材 確 保

対　策　課

・

医療・介護

保　険　局

地 域 包 括

ケア推進室

高校生介護人材育成

事業 （再掲）

 ［地域医療介護］

 県実施

介護分野への多様な人材の参入を促進するため、福祉に関する科

目等を学ぶ高等学校の生徒による研修実施、イベント等への参加

　体験教室の実施

　フリーペーパーの作成

　地域交流イベントへの参加及び施設訪問

負担区分　県（基金）／10
10

2，222

（2，040）

教育委員会

学校教育課

千円
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　 4 　福祉医療対策の推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

子ども医療費助成事

業 （再掲）

 市町村実施

子どもの健康の保持及び福祉の増進を図るため、医療保険自己負

担に対し補助

　補助対象　 0 歳児～中学生

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

1，274，000

（1，243，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

心身障害者医療費助

成事業

 市町村実施

心身障害者の健康の保持及び福祉の増進を図るため、医療保険自

己負担に対し補助

　補助対象　身障手帳 1 ・ 2 級又は療育手帳Ａ 1 ・Ａ 2 所持者

　　　　　　（重度心身障害老人等医療費助成対象者を除く）

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

671，000

（678，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

ひとり親家庭等医療

費助成事業 （再掲）

 市町村実施

ひとり親家庭の親子等の健康の保持及び福祉の増進を図るため、

医療保険自己負担に対し補助

　補助対象　 ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の 3 月31日ま

での児童

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

294，000

（298，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

重度心身障害老人等

医療費助成事業

 市町村実施

重度心身障害者等の健康の保持及び福祉の増進を図るため、医療

保険自己負担に対し補助

　補助対象　 後期高齢者医療制度の適用を受けている重度心身障

害老人等

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

454，000

（453，000）

医療・介護

保　険　局

医療保険課

千円
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18　だれでもいつでもどこでもスポーツできる環境づくり

　 1 　ライフステージ・ライフスタイルに応じたスポーツの推進

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

総合型地域スポーツ

クラブ育成・充実事

業 （再掲）

 県実施

総合型地域スポーツクラブの充実・発展に向けた活動支援

　クラブアドバイザーによるクラブへの巡回指導

　負担区分　県／10
1 ・スポーツ振興くじ／10

9

　クラブ間で情報交換や交流大会を実施

　負担区分　民間負担分を除き県／10
10

　クラブマネジメント講習会の開催等

　負担区分　県／10
10

3，971

（4，162）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

幼児向け運動・スポ

ーツ実践促進事業

 県実施

幼児向け運動・スポーツの実践園等による協議会を設置し、取組

を普及

　取組事例集の作成

負担区分　県／10
10

500

（2，500）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

競技力向上対策事業

 民間実施

競技力の強化を目指し、（公財）奈良県体育協会が競技団体等に

対して行う強化合宿等の費用に対し補助

負担区分　県／10
10

58，250

（58，250）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

トップアスリート活

用事業

 県実施

総合型地域スポーツクラブ等が開催する陸上競技大会にトップア

スリートを招いて交流イベントを開催

　時期　令和 2 年11月（予定）

　場所　橿原公苑陸上競技場（予定）

スポーツへの関心を高めスポーツを始める機会として、トップア

スリートとの交流イベントやスポーツ教室を開催

　種目　野球

　場所　佐藤薬品スタジアム

負担区分　県／10
10

4，099

（4，191）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

「まってろ！花園」

開催事業

 県実施

全国高校ラグビー大会の開催にあわせて県内外の高校 1 ・ 2 年生

チームによる強化試合等を開催

　時期　令和 2 年12月20日、24～27日（予定）

　場所　橿原公苑陸上競技場（予定）

負担区分　県／10
10

850

（866）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

武道等指導充実・資

質向上支援事業

 県実施

武道等の外部指導員を県内中学校に派遣

児童の体力向上を図るため、体力向上支援員を巡回派遣

　対象　小学校　16校

負担区分　国／10
10

1，017

（2，044）

教育委員会

保健体育課

地域スポーツ人材活

用支援事業

 県実施

県立高校における部活動指導のため、専門知識を有する地域人材

を学校に派遣

負担区分　県／10
10

648

　（2，540）

教育委員会

保健体育課

○新 奈良国体開催準備

事業

 県実施

令和12年の第85回国民スポーツ大会・第30回全国障害者スポーツ

大会の開催に向け、準備委員会を設置し、大会準備を推進

負担区分　県／10
10

4，500

（ － ）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

スポーツ拠点施設整

備基本計画策定事業

 県実施

令和12年の国体開催と、その先の将来を見据えて、関係市町村と

調整を図りながら、国体主会場等拠点施設の整備に関する基本計

画を策定

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

19，000

（13，800）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

橿原公苑整備事業

 県実施

命名権料を活用した施設の機能向上を図るための整備を実施

　○新 佐藤薬品スタジアムの内野スタンド席設置

　○新 ジェイテクトアリーナ奈良のトイレ洋式化等改修

負担区分　命名権料を除き県／10
10

陸上競技場における冬芝の育成

陸上競技場アウトフィールドのウレタン補修　ほか

負担区分　県／10
10

57，544

（55，831）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

○新 弓道場耐震化事業

 県実施

耐震強度が不足している橿原公苑弓道場の耐震改修工事を実施

負担区分　県／10
10 70，565

（　－　）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

京奈和自転車道整備

事業 （再掲）

 県実施

自転車による観光交流や地域振興を図るため、京都・奈良・和歌

山を結ぶ自転車道を整備

　路面標示、橋梁工事等

負担区分　国／10
4.5 ・県／10

5.5 、県／10
10

476，330

（353，900）

債務負担行為

［150，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

自転車利用促進事業

 （再掲）

 県実施

自転車利用の安全性・快適性を高め、周遊観光の促進を図る自転

車利用ネットワークの構築や自転車利用環境の整備

　情報発信の充実、交通量調査等

負担区分　国／10
5.2 ・県／10

4.8

70，150

（65，868）

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

まほろば健康パーク

の管理・運営

 （再掲）

 県実施

ＰＦＩ手法により、健康増進施設、競技施設、管理等施設及び公

園機能施設を一体的に運営

　スイムピア奈良を利用する障害者（児）利用料金の免除等

スイムピア奈良屋外プール南側観客席屋根等の整備

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

757，691

（244，109）

地域デザイン

推　進　局

公園緑地課

○新 まほろば健康パー

ク機能強化検討事業

 県実施

まほろば健康パークの拡大区域の機能強化について基本計画案を

作成

負担区分　県／10
10

22，000

（　－　）

地域デザイン

推　進　局

公園緑地課

　 2 　スポーツを通じた地域振興

事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

マラソンイベント開

催支援事業 （再掲）

 民間実施

奈良マラソン実行委員会に対し、第11回大会開催経費の一部を負

担

　時　期　令和 2 年12月（予定）

　コース　奈良市内～天理市内折り返し（予定）

負担区分　 民間負担分を除き県／20
12 ・奈良市及び天理市／20

5 ・スポー

ツ振興くじ／20
3

子どもから大人まで仲間と一緒に走ることを楽しむリレーマラソ

ン大会の開催経費の一部を負担

　時　期　令和 2 年11月（予定）

　場　所　橿原運動公園特設コース（予定）

負担区分　民間負担分を除き県／8
5 ・橿原市／8

3

74，000

（76，400）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

サイクルスポーツイ

ベント開催支援事業

 （再掲）

 民間実施

サイクルスポーツ及び地域の振興を図るため、地勢等を活かした

スポーツイベントの開催経費の一部を負担

　ツアー・オブ・奈良・まほろば

　負担区分　民間負担分を除き国／22
9 ・県／22

9 ・市町村／22
4

　山岳グランフォンドｉｎ吉野

　負担区分　民間負担分を除き国／2
1 ・県／2

1

　ヒルクライム大台ヶ原ｓｉｎｃｅ2001

　負担区分　民間負担分を除き国／9
2 ・県／9

2 ・上北山村／9
5

7，740

（7，740）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

Ｋｏｂｏ　Ｔｒａｉ

ｌ開催事業 （再掲）

 県・民間実施

「弘法大師の道」を活用したトレイルランニングイベント「Ｋｏ

ｂｏ　Ｔｒａｉｌ　2020」の開催

　時期　令和 2 年 5 月16日・17日

負担区分　市町村・民間負担分を除き国／2
1 ・県／2

1

1，846

（1，753）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

奥大和スポーツのメ

ッカづくり事業

 民間実施

県内サッカークラブと連携したサッカーイベントの開催

負担区分　市町村負担分を除き国／2
1 ・県／2

1 2，500

（2，500）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
2  年 度

（元 年 度）

担当部局

・課室名

東京2020オリンピッ

ク聖火リレー開催事

業

 民間実施

東京2020オリンピック聖火リレー開催に要する経費の一部を負担

　時期　令和 2 年 4 月12日・13日

　内容　聖火リレーの運営、セレブレーションの開催

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1 、県／10
10

90，600

（12，438）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

○新 東京2020パラリン

ピック聖火リレーフ

ェスティバル開催事

業

 県実施

東京2020パラリンピック聖火リレー実施に伴い、聖火フェスティ

バルを開催

　時期　令和 2 年 8 月中旬

負担区分　県／10
10

2，700

（ － ）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

東京オリンピック・

パラリンピックキャ

ンプ地招致・交流促

進事業

 民間実施

東京2020オリンピック・パラリンピックのキャンプ受入や交流促

進の取組等を実施

　 県及び関係市ごとに設立するキャンプ地招致実行委員会への負

担金

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

14，400

（16，000）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

ワールドマスターズ

ゲームズ2021関西開

催支援事業 （再掲）

 県・民間実施

関西一円で開催されるワールドマスターズゲームズ2021関西の開

催準備経費の一部を負担

　時期　令和 3 年 5 月14日～30日

負担区分　民間負担分を除き県／3
2 ・葛城市／6

1 ・吉野町／6
1

奈良県、葛城市及び吉野町等で構成する実行委員会への負担金

　マスターズビレッジ設置運営にかかる経費

負担区分　県／10
10

15，000

（ 8，031）

債務負担行為

［ 8，300］

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

スポーツによる地域

振興事業 （再掲）

 県実施

奈良県と相撲との関わりを深め、県内外に広く「相撲発祥の地奈

良」をＰＲ

　大相撲幕内優勝力士への知事賞贈呈等

県内プロチーム等のユニフォームへロゴを掲出し、県内外に広く

「奈良」をＰＲ

負担区分　県／10
10

4，707

（4，817）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

陝西省との青少年ス

ポーツ交流事業

 県実施

県と友好提携を結ぶ中国陝西省へ児童生徒を派遣し、スポーツ交

流を実施

　時期　令和 2 年12月（予定）

負担区分　県／10
10

2，322

（2，580）

文化・教育・

くらし創造部

ス ポ ー ツ

振 興 課

千円


